
( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 人工数(業務量)

活動指標
44,841,000

円
円

人件費計（B）

2,583
人

円

12,035,650

対象指標 人
人

28,723,000

6,0806,030

2,926

25,191,000

-
4,604

409,594

5,980
-
481,158471,158

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 56,876,650

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 56,876,650

2 1

・新嵐山スカイパーク一帯の施設整備及び維持管理を行う。

14
総合
計画
体系

新嵐山スカイパーク運営支援事業

災害復旧事業（観光施設）

7

円施設整備費

1

施策名

農業と連携した活力ある商工観光の振興

6

②

法令根拠

地域資源を活用した観光の振興

基本目標

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
商工観光課 観光物産係

日

所属
部門

事務事業名 新嵐山スカイパーク運営支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

佐藤　三舟課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

管理運営委託料 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 昭和
毎年繰返事業

一般

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

小林　德昭
407

50

　－

人キャンプ場利用者数

単　位

③

人宿泊者数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③ リフト乗降客数

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

観光入込客数 人

31年度

0.6141

82,972,000

（目標)

(年度から）

3,000,000

160,026,124
160,026,124

44,841,000

3,549,009 5,059,921

事務事業及び各指標の変更

3,000,000

2

44,841,000

有

70,633,000
76,133,000

48,249,000
76,133,000165,086,045

79,972,000
2,500,000

・利用者数の増加

・施設利用者

人

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

・観光入込客数の増加

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

人

名　　称

対象指標施設の利用実績（対前年増減）

200,700

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

人 216,700
上位成果指標

208,700 216,700

82,972,000

476,158
5,050

　新嵐山スカイパーク一帯の施設・整備の老朽化が進み、安全性確保や運営上
の問題から段階的な修繕や設備の更新などにより、修繕など施設整備にかかる
費用の増加が見込まれる。
　利用者が求める環境、快適に過ごせる環境の整備を実施することにより、新嵐
山一帯の利用者数増加、ひいては観光入込客数の増加につなげていきたい。

　「町営」としていたが、景気低迷等による運営費赤字が増加
したため、「廃止」を含めて検討したが、最終的には平成14年
度から「指定管理者制度」により運営している。

成果指標

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

-83,695 62,481

88,135,055

2,124

人

60,425,659

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.4369



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

　芽室町最大の観光地である新嵐山スカイパーク一帯の整備については、設置者である町が実施すべきものである。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

　宿泊料やリフト使用料等は利用者が負担している。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

新嵐山スカイパーク運営支援事業

 2.改革・改善による期待成果

観光物産係

○

維持

・利用者の安全面を考慮し、高経年化に伴う施設及び設備の計画的な修繕・更新を進める。
・ホームページの充実やフェイスブックなどの情報発信を強化するとともに、就労キャリア教育観光事業
の推進により施設利用者の増につなげる。
　また、これまで利用の少ない年齢層にターゲットを絞った企画として、夏場のママ会プランをはじめ、
冬場のトレイルランや圧雪車試乗など、モデル事業の試行により集客増を図る。 削減

向上

コスト

増加

予算増大

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

　芽室町の最大の観光資源であり、町民の健全なレクリエーションを推進する施設としての役割もあることから、休止・
廃止した場合の影響は大きい。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

商工観光課

29
年
度
の
取
組

低下

30
年
度
以
降
の
取
組

・引き続き、上記取り組みを進める。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

　指定管理者委託料は３か年ごとに必要経費を精査して決定し、指定管理契約を締結している。また、施設設備の経
年による修繕・更新箇所が多く、事業費の削減は難しい。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



〔事業の概要〕

2

投
入
量

国・道支出金

地方債

その他（使用料等）

一般財源

事業費計（A)

事
業
費

 正職員従事人数 2

0.0013
人
件
費

トータルコスト（A)+（B)

円

円

767,000 767,000

 人工数(業務量)

767,000

767,000

円

〔改革・改善案の概要〕

円

農業と連携した活力ある商工観光の振興

簡易シートを
選択した理由

地域内循環の推進と商工業の振興施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

　－政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり基本目標

年間

人 2

0.0040

　地域産業の振興を図るため、十勝産業振興センター運営負担金を支出する。

改革・改善実施の方向性 現状維持

　現状の取り組みを維持する。

内　訳 単位
27年度
（実績）

28年度
（実績）

29年度
（予算）

円

円 32,493人件費計（B)

777,711 767,000799,493

10,711

円

767,000 767,000

開始年度

作成日 日

事務事業名

平成 29 年

年度までの性格
毎年繰返事業

20
事務事業マネジメントシート

（簡易シート）

事業期間
平成 年度から

十勝産業振興センター参画事業

所属
部門

商工観光課 観光物産係 課長名 ( )407

内線

平成

18

4 月

事務事業

29 年度

佐藤　三舟 担当者名 小林　德昭

予算を伴わない事業 政策体系に結びつかない事業

計上予算が負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 人工数(業務量)

活動指標
8,996千円

人件費計（B）

人

円

対象指標
216,700216,700

16,000

208,700 200,700

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 8,254,969

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 3,105,500

・芽室町の魅力を発信し、観光誘客と物産の需要拡大を図る

総合
計画
体系

町観光・特産品普及事業41

施策名

農業と連携した活力ある商工観光の振興

6

②

法令根拠

地域資源を活用した観光の振興

基本目標

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり

事業期間

月 19

予算上の事業名

29 年度

目

内線
商工観光課 観光物産係

日

所属
部門

事務事業名 町観光・特産品普及事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

佐藤　三舟課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

事業額（予算額） 千円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 昭和
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

玉堀　雄一
418

37

－

単　位

③

人観光客入込客数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

商品販売額 億円

31年度

0.5227

4,340,000

（目標)

(年度から）

295,000
5,722,131

252,030

5,974,161

5,975

6,362,871 4,306,824

事務事業及び各指標の変更

2

4,340

有

4,045,000
4,340,000

4,340
4,340,00010,280,985

4,045,000
257,760

4,891,709

295,000

・観光入込客数の増加

・観光客

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

・各産業分野への経済効果の向上

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

人

名　　称

観光客入込客数の増減（対前年増減）

675

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

億円 695
上位成果指標

629 695

4,340,000

0

　北海道新幹線の函館開通、道東自動車道の延伸、SNS等の発達、インバウンド対策、また、管内で
もｱｳﾄﾄﾞｱを核とするＤＭＯが立ち上がるなど、観光を取り巻く状況は常に変化している。
①インバウンドや新幹線の影響⇒現在はないが、新幹線の札幌延伸を見据えた取り組みが必要に
なると考える。管内ではインバウンドを見据えた動きが活発化している。
②道東道⇒道央-道東の中間にも位置する十勝平原ＳＡが本町ＰＲの重要拠点となっている。特産
品の普及に効果を発揮。町への誘客が課題。
③SNS等の発達⇒ＦＢ等を活用した「観光の発信」や「特産品購入への誘導」が引き続き必要。
④ｱｳﾄﾄﾞｱＤＭＯ⇒本町にも優れた地域資源があることから、これを生かす方策を引き続き検討する。

　観光資源及び特産品の魅力を発信し、町内外に芽室町の
良さを知ってもらう。

成果指標

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

21,300 -8,000人

14,617,840

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.7833



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

　芽室町の観光振興、特産品普及であり、観光入込客数の増加や特産品のさらなる普及により、地域経済の活性化に
も寄与するものであるため。

　広い範囲での「観光客」を対象としており、対象の拡大・縮小はできない。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

　特定の事業者のための観光施策ではなく、広く交流人口の増、経済循環を目指すものであり、また、観光客にとって
も制限なく受け入れる体制づくりを行っているため適正と考える。

平成29年3月議会一般質問（早苗議員）
　本町の観光振興は地域資源を「農業」や「食」「景観」などを生かして進めていくこととしており、施策に求められる成果
としては芽室町が道内外、海外に発信され、交流人口増により消費拡大につながることが期待されている。施策に係る
取り組みとして芽室遺産の活用、体験・滞在型観光の研究開発を挙げて事業実施しているが、今後どのような体験・滞
在型観光が事業実施できると考えているか。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

町観光・特産品普及事業

 2.改革・改善による期待成果

観光物産係

○

維持

①天空カフェメニューのメニュー化
　天空カフェ事業は実証期間を終了したが、国民宿舎新嵐山荘で天空カフェのコンセプトを生かしたメニューが期間
限定メニュー化されるなど、民間主導による事業実施が観光入込客増につながる。
②サイクルツーリズムの推進
　天空カフェ事業により、本町の「食」と「景観」は大きな魅力を持つ観光資源であることを再確認したことから、これ
らの資源をつなぎ、発信する手段として「サイクルツーリズムの推進」に取り組む。
　・「女性」をターゲットに気軽にのんびりと自転車でお散歩をするように楽しんでもらえる芽室町ならではのサイクル
ツーリズムを目指す。
　・協議会を立ち上げ、資源の磨き上げとルート・ルール作りに取り組む。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

　本事業と観光物産協会運営支援事業は、目的は同じであるが、販路拡大に向けた事業誘導や掘り起し、国・道との
調整、観光施策の方向性を示すなどの「町」が担うべき役割と、民間の活力を生かし、利益を生みながら観光・物産振
興を図る「協会」が担うべき役割を区別しており、統廃合することはできない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

商工観光課

29
年
度
の
取
組

低下

30
年
度
以
降
の
取
組

・サイクルツーリズムの推進について、30年度以降は、レンタサイクル事業、モニターツアー、ガイドの育成などに取り組み、平成31年度以降
の自立化を見据えて事業に取り組む。特にガイドの育成は重要視すべき課題と捉えており、単なる自転車ガイドではなく、芽室町の観光を語
れる人材の育成と位置づけ、取り組んでいく。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

　上記、29年度の取組・30年度以降の取組に記載のとおり。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

82,720
2,300

千円

 人工数(業務量)

活動指標
9,946千円

人件費計（B）

件

円

対象指標
215200

8,000

179 185

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 9,946,000

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 9,946,000

・芽室町観光物産協会への支援を通じて、芽室町の地域資源を活かした観
光・物産振興につなげる。

総合
計画
体系

芽室町観光物産協会運営支援事業41

施策名

農業と連携した活力ある商工観光の振興

6

②

法令根拠

地域資源を活用した観光の振興

基本目標

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり

事業期間

月 19

予算上の事業名

29 年度

目

内線
商工観光課 観光物産係

日

所属
部門

事務事業名 芽室町観光物産協会運営支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

佐藤　三舟課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

補助金（予算額） 千円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 昭和
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

玉堀　雄一
418

37

　-

単　位

③

件観光物産協会員（個人・法人）①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③

（目標)
32年度

③ （協会総収入に占める町補助の割合）

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

町補助金比率 ％②

無

名　　称

観光入込客数 人

31年度

0.1725

9,905,000

（目標)

(年度から）

9,553,000
9,553,000

9,553

2,178,632 1,421,326

事務事業及び各指標の変更

2

9,905

有

9,905,000
9,905,000

9,905
9,905,00010,974,326

9,905,000

・物産の販促強化
・協会主催イベント（イリスフェスタ、氷灯夜）の入込客数増加

・芽室町観光物産協会

千円

件／月観光物産協会HPアクセス数

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

・観光入込客数の増加
・観光物産協会の体制強化と経営安定化

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

物産販売額＋ふるさと納税受託収入

①

人

名　　称

協会主催イベントの入込客数

82,720

200,700

 1.この事務事業を開始した背景

件／月

％

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

人 216,700
上位成果指標 11.62 11.78 10.20

4,0004,000
208,700

10.20
216,700

9,905,000

71,915
8,000

　団体旅行が減少する一方で、インターネットの普及により観光情報の入手が容易となり、
個人ニーズに合致した観光の多様化が求められるようになっている。また、インバウンドも
十勝管内の入込数も増加傾向にあり、観光は少子高齢化時代の経済活性化の切り札と
言われ、交流人口の拡大が地域経済の起爆剤と期待されている。
　今後については、食や景観といった本町の貴重な観光資源を生かすとともに、体験型観
光企画による誘客促進や多様化するメディアを活用することによる販路拡大等を展開し、
観光物産協会の自立に向けて一体となって取り組んでいく。

　昭和37年5月に芽室町の観光資源開発を積極的に進め、特
色ある観光地として発展させるために芽室町観光物産協会が
設立された。

成果指標
2,400

68,275

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

8,000 9,300人

12,124,632

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.2682



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

　町が担うべき役割である観光行政を推進する中核的な組織であり、行政支援は必要である。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

　観光物産協会は町が担うべき観光行政を推進する任意の組織であり、会員による会費負担や物品販売事業収入に
より運営費の一部を賄っており、受益・負担は適正である。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

芽室町観光物産協会運営支援事業

 2.改革・改善による期待成果

観光物産係

○

維持

・ふるさと納税の返礼品受託事業については、団体会員（企業）との連携を強化し、魅力ある返礼品の
開発に向けた検証を進める。

・物産事業については、イベント内容を精査し、より利益につながる事業に特化しながら取り組む。

・芽室町に来てもらう手段として町が取り組むサイクルツーリズムの協議会に参画し、ここでの取り組み
を観光パンフレットや協会ホームページの見直しにつなげながら、イベント入込客数やホームページア
クセス数の増加を図る。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

　町が担うべき観光行政の推進を行う組織への運営支援事業であり、観光と物産を一元化した組織は他にないため、
廃止はできない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

商工観光課

29
年
度
の
取
組

低下

30
年
度
以
降
の
取
組

・引き続き、上記取り組みを進める。

・統一的なデザインをもつ物産販売販促品（はっぴや物産ブースの看板、パンフレットなど）の開発に取り組み、ビジュアルイメージの向上を
図る。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

710 627人

465,431

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.0376

160,000

727

　参加団体や参加人数が減少傾向にあるが、盆踊りに町民が多く参加するような
企画とＰＲを実施することにより、参加者の増加が期待される。

　伝統文化、地域行事である盆踊りを通じ、住民にふるさとの
良さを感じてもらうと共に、過ぎゆく短い夏のひとときを楽しん
でもらうことから始まった。芽室町・芽室町農業協同組合・芽
室町商工会・芽室町市街地町内連合会の４団体が実行委員
会をつくり運営している。

成果指標

629 695675

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

億円 695
上位成果指標

・伝統文化、地域行事である盆踊りを通じて故郷の良さを感じてもらう。

・町民

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

・芽室町の市街地ににぎわいをもたらし、中心市街地の集客増につなげる。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

人

名　　称

盆踊り参加者数

160,000

160

305,431 264,490

事務事業及び各指標の変更

2

160

有

160,000
160,000

160
160,000424,490

160,000

0.0321

160,000

（目標)

(年度から）

160,000

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

商品販売額 億円

31年度

単　位

③

人町民①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

補助金（予算額） 千円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 昭和
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

小林　德昭
407

50

　－

所属
部門

事務事業名 盆踊実行委員会運営支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

佐藤　三舟課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
商工観光課 観光物産係

日

・盆踊り大会運営の支援を行う。

総合
計画
体系

盆踊実行委員会運営支援事業41

施策名

農業と連携した活力ある商工観光の振興

6

②

法令根拠

地域内循環の推進と商工業の振興

基本目標

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 160,000

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 160,000

18,809

677

18,950 18,809 18,809

 人工数(業務量)

活動指標
160千円

人件費計（B）

人

円

対象指標



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

・引き続き、集客増に向けた取り組みを進める。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

　必要最小限の経費で運営しているため、事業費の削減は難しい。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

　町内会や農村地域において、日本古来の伝統文化である盆踊りなどの地域に根づいた行事が廃止されており、他に
類似事業がないため、統廃合することはできない。
　また、商店街の活性化に寄与する事業であるため、廃止することはできない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

商工観光課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

○

維持

・中心市街地へのにぎわい（集客増）につなげる目的を踏まえ、家族で足を運んでいただけるような企
画を継続実施する。
・文化の継承として「芽室音頭」を後生に語り継ぐための取り組みを盆踊り大会の企画として検討する。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

 2.改革・改善による期待成果

観光物産係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

　盆踊りなどの伝統行事を通じてふるさとの良さを感じてもらう地域行事である。
　また、中心市街地に住民が集まる事業であり、住民が町の商店街を見直すきっかけとなることから町が支援する必要
がある。

　全ての町民にふるさとの良さを感じてもらう事業であり、対象・意図の拡大・縮小は難しい。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

　町民を対象に伝統文化、地域行事である盆踊りを通じ、ふるさとの良さを感じてもらう目的に実施するものであり、受
益が限定されたり、費用負担を求める事業ではない。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

盆踊実行委員会運営支援事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

4チーム

 人工数(業務量)

活動指標
1,192千円

人件費計（B）

チーム

円

対象指標
100100

600

94 80

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 1,333,666

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 1,333,666

・発祥の地杯全国ゲートボール大会実行委員会に対し、大会開催に係る運営
支援を行う

総合
計画
体系

発祥の地杯ゲートボール大会開催支援事業41

施策名

農業と連携した活力ある商工観光の振興

6

②

法令根拠

地域資源を活用した観光の振興

基本目標

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり

事業期間

月 19

予算上の事業名

29 年度

目

内線
商工観光課 観光物産係

日

所属
部門

事務事業名 発祥の地杯ゲートボール大会開催支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

佐藤　三舟課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

補助金（予算額） 千円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 昭和
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

玉堀　雄一
418

62

-

単　位

③

チーム参加チーム数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

観光入込客数 人

31年度

0.1271

1,789,000

（目標)

(年度から）

1,460,854
1,460,854

1,394

727,023 1,047,250

事務事業及び各指標の変更

1,683

有

1,040,000
1,880,000

1,592
1,880,0002,508,104

1,789,000
840,000

・参加者数の増加
・新規参加チーム数の増加

・参加チーム

チーム

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

・観光入込客数の増加

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

新規参加チーム数

①

人

名　　称

参加者数

4

200,700

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

人 216,700
上位成果指標

208,700 216,700

1,789,000

13
600

　昭和62年にはじまった発祥の地杯大会は、平成2年度の参加162チーム・参加
者1,040人をピークに徐々に参加チームが減少し、全国的にも高齢層の愛好者数
が減少傾向にある。しかし一方で、（公財）日本ゲートボール連合を中心に若齢
層へのゲートボール普及を推進していることから、10代から30代までの競技人口
が増加している。従って、JGU指定モデル校の実績高校に対して大会開催のPR
を行うなど、大会開催の告知手段を検討することによって参加者数の拡大が期
待できる。

　町民有志による大会実行委員会を発足し、当町ならではの
おもてなしで大会参加者を歓迎する、誰もが参加可能なオー
プン大会として全国に「ゲートボール発祥の地＝芽室町」を発
信した。

成果指標 4

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

555 470人

2,060,689

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.0895



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

　当該大会開催により「ゲートボール発祥の地芽室町」が広くＰＲされ、観光振興の一助に結びつくことから、町の関与
は妥当である。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

　大会及びレセプションへの参加にあたっては、負担金を徴収しており、受益・負担は適正である。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

発祥の地杯ゲートボール大会開催支援事業

 2.改革・改善による期待成果

観光物産係

○

維持

・ゲートボール愛好者の高齢化による競技人口の減少という現状を踏まえ、発祥の地で開催される全
国規模のオープン大会として、幅広い世代に参加いただけるよう出場条件の緩和など見直しを行いな
がら、新規参加チーム及び参加者の増加を図る。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

　ゲートボール発祥の地であることの認知度が下がるとともに交流人口の減少による地域経済への影響が生じる。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

商工観光課

29
年
度
の
取
組

低下

30
年
度
以
降
の
取
組

・発祥の地杯大会協賛企業及び日本ゲートボール連合との関係維持に努め、大会への継続支援を図る。
・引き続き、参加の少ない年齢層への参加拡大を図る。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

　誰もが参加できるオープン大会であるが、必要最小限の経費で大会を運営しているため、これ以上の削減は難しい。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

97 65

103

人

813,867

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.0370

588,000

21.65
65

　ふるさと会とは企業誘致に関する情報交換を行ってきた経過がある。現在、各
ふるさと会では定期総会をはじめ交流会等の実施や会報発行、ホームページで
の活動紹介など会員相互の親睦と交流を行い、ふるさと会の活性化を図ってい
る。しかし、各会共に会員の高齢化が進み、会員の拡大化が課題となっているた
め、町広報誌等を通じたふるさと会の目的・活動状況のPRにより、会員の拡大化
を促す必要がある。

　横綱大乃国の夏場所優勝をきっかけに誕生した東京美生会
を前身に昭和62年6月に東京芽室会発足し、現在4団体が活
動している。

成果指標 27.66

208,700
695

216,700
629 675 695

23.53

200,700

 1.この事務事業を開始した背景

億円

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

人 216,700
上位成果指標

・町外に対する芽室町の情報発信者であることを意識してもらう。

・ふるさと会員（東京・札幌・旭川・大樹）

％

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

・芽室町の知名度向上及び観光入込客数の増加
・特産品等の需要拡大

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

ふるさと会活動参加率

①

人

名　　称

ふるさと会活動参加者数

85,905

468,842

140

300,557 262,842

事務事業及び各指標の変更

2

140

有

480,000
588,000

140
588,000731,684

480,000
68,700 108,000

0.0319

588,000

（目標)

(年度から）

108,000
382,937

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

商品販売額 億円②

無

名　　称

観光入込客数 人

31年度

単　位

③

人ふるさと会員①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

活動費 千円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 昭和
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

玉堀　雄一
418

58

 －

所属
部門

事務事業名 ふるさと会活動支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

佐藤　三舟課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 19

予算上の事業名

29 年度

目

内線
商工観光課 観光物産係

日

・各地域に居住する芽室町出身者や縁故者で構成するふるさと会への活動
支援を行う。
・広報誌すまいる（購読者希望者対象）及びふるさと通信（全会員対象）を発
送する。

総合
計画
体系

ふるさと会活動支援事業4

人広報誌購読者数

1

施策名

農業と連携した活力ある商工観光の振興

6

②

法令根拠

地域資源を活用した観光の振興

基本目標

政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 513,310

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 444,610

445

100

131

476 445

137

445

 人工数(業務量)

活動指標
140

人
千円

人件費計（B）

人

円

85

対象指標

27.66％



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

・引き続き、会員の維持拡大と人的交流をベースに取り組みを推進する。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

　必要最低限の支援であり、これ以上の削減は各ふるさと会の活動に支障をきたす。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

　ふるさと会は、町外に対する情報発信手段のひとつであり、類似する事業は他にない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

商工観光課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

○

維持

・ふるさと会総会及び全会員を対象に発行する「ふるさと通信」を通じ、本町の情報を発信するとともに、
町総合情報誌すまいるでふるさと会活動の情報掲載を行いながら会員拡大を図る。

・各ふるさと会との交流を意識した事業実施により、ふるさと会活動への参加を促進する。
　　東京芽室会～「北海道産直フェア」への参加（会場：代々木公園　主催：北海道ふるさと会連合会）
　　札幌芽室ふる里会～ホテルポールスター札幌での物産販売（平成28年度から）
　　旭川芽室会～「北の恵み 食べマルシェ」への出店予定（平成29年度から）

削減

向上

コスト

増加

業務改善

 2.改革・改善による期待成果

観光物産係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

　各地域で芽室町の情報発信が行われるほか、企業誘致に関する情報提供が期待されるなど、ふるさと会活動への
支援は妥当である。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

　ふるさと会は任意で構成された組織であって、会員による会費負担もあり、受益・負担は適正である。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

ふるさと会活動支援事業



〔事業の概要〕

－

投
入
量

国・道支出金

地方債

その他（使用料等）

一般財源

事業費計（A)

事
業
費

 正職員従事人数 2

0.0000
人
件
費

トータルコスト（A)+（B)

円

円

60,000

 人工数(業務量)

0

円

〔改革・改善案の概要〕

円

農業と連携した活力ある商工観光の振興

簡易シートを
選択した理由

地域資源を活用した観光の振興施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

　－政策名

豊かな自然を生かした活力ある農業のまちづくり基本目標

年間

人 2

0.0000

　アウトドアのブランディング及び十勝アウトドアDMOの設立に向けた調査を実施するため、十勝アウトドアブランディ
ング事業負担金を支出する。

改革・改善実施の方向性 廃止

　平成２８年度をもって負担金支出が終了する事業である。

内　訳 単位
27年度
（実績）

28年度
（実績）

29年度
（予算）

円

円 0人件費計（B)

60,000 00

0

円

60,000 0

開始年度

作成日 日

事務事業名

平成 29 年

年度までの性格
期間限定事業

20
事務事業マネジメントシート

（簡易シート）

事業期間
平成
平成 28

年度から
十勝アウトドアブランディング参画事業

所属
部門

商工観光課 観光物産係 課長名 ( )407

内線

平成

27

4 月

事務事業

29 年度

佐藤　三舟 担当者名 小林　德昭

予算を伴わない事業 政策体系に結びつかない事業

計上予算が負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務


	syoukou029
	syoukou030
	syoukou031
	syoukou032
	syoukou033
	syoukou034
	syoukou035
	syoukou036

